












































































- 37 -

Ⅱ 平成２８年度決算の状況

県立４病院の当年度における決算の状況は、病院事業収益が27,683 ,7 99千円（うち医業収益は

22,116,464千円）で前年度に比べて3.0％増加しました。これは、患者１人あたりの診療報酬単価が増加したこと

により医業収益が増加したためです。

また、病院事業費用は、27,964,855千円（うち医業費用は27,130,955千円）で前年度に比べて3.4％増加しまし

た。これは、給与費や材料費、減価償却費等が増加したためです。

この結果281,055千円の純損失が生じました。

１ 利用患者の状況

利用患者総数は入院患者234,570人（１日平均643人）、外来患者254,041人（１日平均1,045人）、合計

488,611人（１日平均1,688人）で、前年度と比較して入院は4.0％減少、外来は2.0％減少しました。

病院別の利用状況は、次表のとおりです。

２ 収入支出の決算の状況

平成28年度の収入支出の決算状況は、次表、第１表及び第２表のとおりです。

※数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがある。

心臓血管
センター

が　　ん
センター

精神医療
センター

小児医療
センター

総務課

 病院事業収益 27,683,799 8,901,375 9,971,426 2,952,860 5,839,593 18,546 100.0 103.0

医業収益 22,116,464 7,619,405 8,454,449 1,940,202 4,102,408 79.9 103.1

医業外収益 5,430,670 1,281,732 1,515,133 879,175 1,736,409 18,221 19.6 101.7

特別利益 136,667 238 1,844 133,483 777 325 0.5 145.7

 病院事業費用 27,964,854 8,934,834 9,949,136 2,791,885 6,103,576 185,423 100.0 103.4

医業費用 27,130,955 8,734,369 9,565,934 2,665,073 5,980,166 185,414 97.0 103.5

医業外費用 802,810 200,466 383,202 126,812 92,321 9 2.9 99.5

特別損失 31,089 31,089 0.1 99.8

 資本的収入 3,873,737 1,079,943 1,410,412 356,170 1,025,467 1,745 100.0 130.9

企業債 2,502,000 658,000 838,000 125,000 881,000 64.6 146.1

負担金 1,371,737 421,943 572,412 231,170 144,467 1,745 35.4 110.0

固定資産売却代金 0 0.0 皆減

補助金 0 0.0 皆減

 資本的支出 5,122,070 1,479,548 1,903,129 504,852 1,231,050 3,490 100.0 125.8

建設改良費 2,582,086 665,352 866,861 138,327 911,546 50.4 145.6

企業債償還金 2,539,984 814,196 1,036,268 366,526 319,504 3,490 49.6 110.4

支
出

収
益
的
収
入
・
支
出

収
入

収
入

資
本
的
収
入
・
支
出 支

出

区 分 科      目 決 算 額

（単位　千円、％）

内          訳
構成比

対前年
比率

28年度 27年度 対前年比 28年度 27年度 対前年比 28年度 27年度 対前年比 28年度 27年度 対前年比

Ａ Ｂ A/B×100 Ａ Ｂ A/B×100 Ａ Ｂ A/B×100 Ａ Ｂ A/B×100

人 人 ％ 人 人 ％ 人 人 ％ 人 人 ％ 

延患者数 51,713 52,449 98.6 80,630 88,974 90.6 63,129 62,649 100.8 39,098 40,361 96.9

１日平均 142 143 － 221 243 － 173 171 － 107 110 － 

延患者数 79,112 81,367 97.2 101,496 103,163 98.4 27,093 27,544 98.4 46,340 47,114 98.4

１日平均 326 335 － 418 425 － 111 113 － 191 194 － 

延患者数 130,825 133,816 97.8 182,126 192,137 94.8 90,222 90,193 100.0 85,438 87,475 97.7

１日平均 468 478 － 639 668 － 284 284 － 298 304 － 

心臓血管センター がんセンター 精神医療センター 小児医療センター

外
来

合
計

区　分

病院名

入
院
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３ 施設整備の状況

当年度における施設整備の状況は、精神医療センターの西館中央制御式空調改修工事、小児医療セン

ターの外来棟増改築工事並びに高度医療器械等の購入を行いました。

施設整備及び医療器械等購入の主なものは、次のとおりです。

（単位 千円）

区 分 心臓血管センター がんセンター 精神医療センター 小児医療センター

建設工事関 西館中央制御式空調改 外来棟増改築工事

係 － － 修工事 ５４７，４０９

４５，８５７

医療器械購 人工心肺装置購入 PACSサーバ購入 NICU患者情報管理シス

入関係 ５５，０８０ ５３，７８４ - テム

７０，８４５

第１表　平成28年度群馬県病院事業貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

（単位：円）

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

１　固　定　資　産 29,640,979,950 ３　固　定　負　債 24,128,694,869

 (1)有形固定資産 29,634,822,690  (1)企　業　債 19,116,675,532

　　　有形固定資産 67,440,846,535  (2)引　当　金 5,012,019,337

　　　減価償却累計額 △ 37,806,023,845

 (2)無形固定資産 6,157,260 ４　流　動　負　債 7,120,683,687

 (3)投資その他の資産  (1)企　業　債 2,735,518,284

 (2)未　払　金 3,501,253,956

 (3)未　払　費　用 12,473,561

 (4)引　当　金 756,351,000

 (5)その他流動負債 115,086,886

２　流　動　資　産 10,660,323,386 ５　繰　延　収　益 4,912,940,839

 (1)現金預金 6,568,879,933  (1)長期前受金 20,865,376,663

 (2)未 収 金 3,958,118,158  (2)長期前受金収益化累計額 △ 15,952,435,824

 (3)未収金貸倒引当金 △5,196,846

 (3)貯 蔵 品 108,498,141 負債合計 36,162,319,395

 (4)前 払 金 24,000

 (5)その他流動資産 30,000,000 ５　資 　本 　金 10,433,631,157

 (1)自己資本金 10,433,631,157

６　剰　 余　 金 △6,294,647,216

 (1)資本剰余金 611,812,124

 (2)欠損金 6,906,459,340

資本合計 4,138,983,941
合　　　　計 40,301,303,336 合　　　　計 40,301,303,336

資  　  産 　   の　　 部 負　債　及　び　資　本　の　部

　　第２表　平成28年度群馬県病院事業損益計算書
　　　　（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位：円）
科　　　　　　　　　　目 金　　　　　額

１　医　　業　　収　　益 22,116,463,651

２　医　　業　　費　　用 27,130,955,298

　　　　　　　医　業　損　失 5,014,491,647

３　医　 業　 外　 収　 益 5,430,669,223

４　医 　業 　外 　費 　用 802,809,916

　　　　　　　経　常　損　失 386,632,340

５　特　　別　　利　　益 136,666,309

６　特　　別　　損　　失 31,089,400

　　　　　　　当 年 度 純 損 失 281,055,431

　　　　　　　前年度繰越欠損金 6,625,403,909

　　　　　　　当年度未処分欠損金 6,906,459,340
　　　　　　　翌年度繰越欠損金 6,906,459,340
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第３ 財政健全化法に関する指標について

Ⅰ 平成２８年度決算に基づく健全化判断比率

「健全化判断比率」は、平成27年度決算と同様にすべての指標が早期健全化基準

を下回っています。

28年度 27年度 早期健全 財政再生
指 標

決算 決算 化基準 基準

① 実 質 赤 字 比 率 － －
・ 一般会計等の実質赤字の標準 3.75％ 5％
財政規模に対する割合 （赤字なし） （赤字なし）

② 連 結 実 質 赤 字 比 率 － －
・ 電気・病院等の公営企業会計を含む 8.75％ 15％
全会計を対象とした実質赤字比率 （赤字なし） （赤字なし）

③ 実 質 公 債 費 比 率
・ 県債の元利償還金及びこれに準じる 11.7％ 12.1％ 25％ 35％
ものの標準財政規模に対する割合

④ 将 来 負 担 比 率
・ 出資法人等を含めた将来負担すべ 160.2％ 155.2％ 400％ －
き実質的な負債の標準財政規模

に対する割合

Ⅱ 平成２８年度決算に基づく資金不足比率

各公営企業会計ごとに算定する「資金不足比率」は、平成27年度決算と同様に

資金不足を生じた公営企業会計はないため、該当なしとなっています。

（参考）財政健全化法の概要

○ ｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣（平成19年６月公布）において、地方公

共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断する財政指

標として、一般会計等では｢健全化判断比率｣（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、

③実質公債費比率、④将来負担比率）、公営企業会計では｢資金不足比率｣が設けられて

います。

○ 健全化判断比率においては、いずれかの比率が早期健全化基準以上になると財政健全

化計画、財政再生基準以上になると財政再生計画の策定が義務付けられます。各公営企

業会計の資金不足比率においても、経営健全化基準（20％）以上になると経営健全化計

画の策定が義務付けられます。


